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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 公立保育所運営費

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 125,917 122,643 120,123 120,123 ▲ 5,794

財
源
内
訳

国 7,646 41,706 21,706 14,060

県 9,923 27,798 27,798

21,706

27,798 17,875

市債 0

その他 66,577 61,075 61,639 61,639 ▲ 4,938

一般財源 41,771 ▲ 7,936 8,980 8,980 ▲ 32,791

事業
概要

市内3箇所の公立保育園を運営するための経費。入所児童の保育材料費
や給食材料費、臨時的任用保育士の人件費や施設管理費など。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

保護者が就労や疾病等の理由により、家庭での保育が困難な場合に、保
護者に代わり適切な環境のもと心身ともに健やかに成長するよう保育を行
い、児童福祉の向上を図る。

その他

現状と
背景

現在、市内には保育園が10園ある。そのうち3園が公立保育園であり、定員
は350人となっている。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 私立保育所特別保育等助成事業

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 38,881 54,275 43,909 ▲ 28,789 15,120 ▲ 23,761

財
源
内
訳

国 0 8,546 4,670 4,670

県 18,052 21,727 18,391

4,670

▲ 14,393 3,998 ▲ 14,054

市債 0

その他 0

一般財源 20,829 24,002 20,848 ▲ 14,396 6,452 ▲ 14,377

事業
概要

私立保育園において、低年齢児・乳児・障がい児保育に配置される保育士
の増員を図ることによって、園児の健全な育成を促すとともに、保育士の就
労環境の改善を図るために正規雇用を促進することを目的とする。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

私立保育園において、保護者の勤務形態の多様化等による保育ニーズに
柔軟に対応するため、多様な保育サービス（低年齢児・乳児・障がい児保
育事業）を実施している場合に、その経費の一部を助成することで安定した
保育サービスを確保する。

その他

現状と
背景

私立保育園に対しては、運営費として国庫基準により委託料を支出してい
るが、低年齢児保育等の特別保育に係る経費について当事業で助成して
いる。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 病児・病後児保育事業

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 4,945 5,044 4,000 550 4,550 ▲ 395

財
源
内
訳

国 0

県 3,078 2,427 2,473 367 2,840 ▲ 238

市債 0

その他 327 265 290 290 ▲ 37

一般財源 1,540 2,352 1,237 183 1,420 ▲ 120

事業
概要

病気の回復期等の保育所入所児童を対象として、保護者が家庭で保育で
きない場合に、看護師を配置した専用施設で保育する。済生会境港総合
病院に委託して実施。定員は4人。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

子どもが病気だが、保護者が仕事等でどうしても家庭で看護できない場合
に、看護師を配置した専用施設で保育することで、仕事と子育ての両立を
支援する。

その他

現状と
背景

境港済生会総合病院に委託し、平成２０年度から事業を開始している。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 一時預かり事業

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 440 150 150 150 ▲ 290

財
源
内
訳

国 0 43 43 43

県 196 43 43

43

43 ▲ 153

市債 0

その他 48 44 48 48 0

一般財源 196 20 16 16 ▲ 180

事業
概要

保護者の仕事や疾病等の理由で、一時的に家庭での保育ができない場合
に、公立保育所において未就園児童を保育する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

保育所を利用していない家庭においても、保護者の疾病や災害等により、
一時的に家庭での保育が困難となる場合がある。こうした保育需要に対応
するため、保育所において児童を一時的に保育することで、安心して子育
てができる環境整備を図る。

その他

現状と
背景

平成20年度から全公立保育所で一時預かりを開始した。
私立保育園では、概ね１歳以上の幼児の一時預かりを行っている。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 保育所施設整備事業

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 1,690 4,505 1,326 188 1,514 ▲ 176

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0 1,326 188 1,514 1,514

一般財源 1,690 4,505 0 188 ▲ 188 0 ▲ 1,690

事業
概要

良好な保育環境の維持するため公立保育園の施設整備を行う。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

公立保育園の施設整備を推進し、児童が快適で安全に過ごせる保育環境
を維持する。

その他

現状と
背景

老朽化した公立保育園の備品は更新し、設備については専門業者の点検
結果をもとに、修繕・整備を行っている。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 保育所地域活動事業

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 81 81 81 81 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 81 81 81 81 0

事業
概要

地域住民を講師に迎え、地域との交流を促進するための活動指導。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

地域住民を講師に迎えることで、地域との交流を図り、地域に密着した保育
所運営を推進する。また、公立保育園の地域活動として、「夢みなと子ども
まつり」や「市民余芸大会」といった地域イベントでその成果を披露する。

その他

現状と
背景

市内の保育園の年長児童が、地域の講師により年間を通じて合唱やトラン
ポロビクスの指導を受け、地域のイベントに参加している。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 私立保育所運営費

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 661,608 835,789 772,227 772,227 110,619

財
源
内
訳

国 262,194 285,763 265,934 3,740

県 135,252 137,396 132,967

265,934

132,967 ▲ 2,285

市債 0

その他 135,910 141,883 143,937 143,937 8,027

一般財源 128,252 270,747 229,389 229,389 101,137

事業
概要

私立保育園に対する運営委託料。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

私立保育園の園運営に必要な経費を乳幼児の年齢や人数に応じた国庫
基準額で算定し、運営委託料として支出することで、私立保育園の園児
が、適切な環境のもと、心身ともに健やかに保育されることを保障する。

その他

現状と
背景

現在、市内には保育園が１０園あり、そのうち７園が私立保育園である。
定員は７園で６９０人
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 日本スポーツ振興センター共済掛金(保育所)

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 123 124 124 124 1

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 78 79 79 79 1

一般財源 45 45 45 45 0

事業
概要

児童の災害（負傷、疾病、障害又は死亡）に対して災害共済給付を行う。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

児童の災害、事故等に対して医療費等を給付することで、児童の健康の保
持・増進に資する。

その他

現状と
背景

保護者による共済掛金の一部負担と併せて当共済に加入している。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 鳥取県子ども家庭育み協会負担金

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 15 15 15 15 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 15 15 15 15 0

事業
概要

当協会は、県内の認可保育所の保育士で構成され、保育事業に関する調
査・研究及び研修を行っている。その活動を支援するための負担金。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

当協会の活動を支援することで、保育士の資質の向上を図る。

その他

現状と
背景

保育士が当協会が主催する障害児保育研修や保育実技研修等に多く参
加している。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 鳥取県人権保育連絡会会費

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 19 19 19 19 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 19 19 19 19 0

事業
概要

保育所(園)における人権意識の高揚を図るため保育士研修等を行う連絡
会の会費。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

当連絡会に加入することで、人権保育に係る全国的な取組や県内の取組
状況の情報提供を受けたり、保育士が研修に参加し、もって人権保育の推
進・発展に資する。

その他

現状と
背景

人権保育に係る全国及び県内の研修に保育士が参加している。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 保育所非常通報装置設置事業

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 単市

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 1,211 0 0 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 1,211 0 0 0

事業
概要

公立保育園における園児及び職員の安全性の向上を図るため、非常通報
装置を設置する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

公立保育園における園児及び職員の安全性の向上を図るため、非常通報
装置を設置する。

その他

現状と
背景

公立保育園現場は女性職員が大多数のため、保護者による送迎時などに
不審者に侵入された場合、園児及び職員に危害が及ぶ可能性も少なくな
い。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て支援課

款 民　生　費
事業名 地域資源活用食育推進事業

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 2,231 2,231 2,231 2,231

財
源
内
訳

国 0

県 0 63 63 63 63

市債 0

その他 0 2,168 2,168 2,168 2,168

一般財源 0 0 0 0 0

事業
概要

・食物アレルギーについて理解を深めるため、交流会等を実施し、当事者同士が身近に
相談できるような体制づくりを進める。
・食への興味・関心、食への感謝の気持ち、郷土愛を育むため、各関係機関と連携し、保
育園・幼稚園で各種食育集会を開催する。また、地域の方も参加できる方法とする。
※マグロ集会、カニ集会、銀ザケ集会、とうふ集会、かまぼこ集会
・

今年度
見直し
事 項

事業
目的

・地域資源を活用した食育事業について、園児はもとより広く地域にも広め
ることにより、地域に根ざしたさらなる食育の推進を図る。
・子どもの頃から正しい食事・食生活を身に付けるためことで、健やかな心
身の発達につなげ、将来の社会を担う社会人を育てる。

その他

・老朽化により傷みが激しい、公立保
育園の給食用食器（ＰＥＮ樹脂）を更
新し、より安心・安全な給食を提供す
る。現状と

背景

食への興味・関心、食への感謝の気持ち、郷土愛を育むため、地域資源を
活用した食材の提供と併せて、生産者等による食育集会を開催している。
・平成23年度～カニ集会、平成24年度～マグロ集会、とうふ集会、かまぼこ
集会、平成25年度～銀ざけ集会、フィッシュ・キッチン事業（水産課と連携）


